
令和７年度 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 活用予定事業（令和7年8月5日現在）
（単位：円）

事業の概要

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付対象経費

住民税非課税世帯への支援

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を

維持する。

②低所得世帯への給付金（１世帯当たり3万円）、事務費

③R６年度分の住民税非課税世帯

4,620,000 4,620,000

こども加算

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を

維持する。

②低所得者の子育て世帯への給付金（こども１人当たり2万円）、事務費

③R６年度分の住民税非課税世帯において18歳以下のこどもを扶養している世

帯

200,000 200,000

定額減税を補足する給付（うち不足額給付） 税務課

①物価高の支援の一環として行われる「定額減税」において、所得水準から定

額減税しきれないと見込まれる方に対して調整給付金を支給する。

②定額減税補足給付金（うち不足額給付）、事務費

③当初調整給付に際し、推計額を用いて算定したことにより、結果として支給

額に不足が生じた納付義務者等

95,025,000 95,025,000

5 産業政策課

①エネルギー価格高騰の影響を受ける市内事業者の生産性向上を図るため、省

力化に資する機器等の導入を支援する。

②省人化・省力化機器等導入支援事業費補助金

③⾧門市内に主たる事業所を有する事業者

R7.7 R8.3 10,000,000 10,000,000

6 観光政策課

①本市への観光需要の拡大を図り、地域観光事業者等のエネルギー価格高騰に

対する影響を緩和するため、本市の「食」や「温泉」などの特色を生かした集

客イベントの実施を支援し、市外からの誘客と観光消費額の増加を図る。

②集客イベント重点支援事業費補助金

③観光・地域づくり関係団体等

R7.4 R8.3 15,400,000 11,012,000

125,245,000 120,857,000

※事業費、交付対象経費は予定額のため、予算書上の数値と一致しない場合があります。

 また、今後の執行状況により充当する事業や経費の内容を変更する場合があります。

事業費

実施

計画書

No

事業名 担当課
事業

始期

事業

終期

集客イベント重点支援事業

計

1

住民税非課税世帯に対する物価高騰対策給付金・不足額給付

【物価高騰対策給付金】

R7.1 R7.12

地域福祉課

省力化機器等導入支援事業
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